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Ⅰ 2026 年度事業計画の策定にあたって 

 

金城学院は、1889年（明治 22年）の創立以来、長きにわたってキリスト教主義に基づく

女子教育に心血を注いできた。「主を畏れることは知恵の初め（箴言 1：7）」をスクールモッ

トーに掲げ、現在は、建学の精神に基づく学院全体の教育の柱「福音主義キリスト教による女

子教育」「全人的な一貫教育」「国際理解の教育」に従って、大学では「強く、優しく。」を、中

学校・高等学校では「社会に参画し、主体的に生きる。」を、幼稚園では「愛され、育ち合う。」

を、それぞれ教育スローガンとしている。 

創立以来 136年の長きにわたって積み上げられた伝統は、本学院の発展を願い、戦前・戦

中・戦後の苦難の時代を乗り越え、絶えず改革を進めてきた先人たちの労苦の上に築かれたも

のである。このことに鑑み、本学院は今後も、変革すべきは変革し、変えてはならないものは

変えない姿勢で、今日の教育機関を取り巻く厳しい環境や激しい社会の変化に対応していく。 

なお、創立 130周年以降、本学院の中長期計画は 5年ごとの中期計画とした。創立 140

周年に向けた第二段階として策定した『金城学院中期計画（2025年度～2029年度）』は、

学院全体の組織・機構について常に客観的な評価を行い、法人運営を将来にわたって強固なも

のにするとともに、将来を見据えながら教育・研究の質的向上に努めるための指針とする。 

そして、この中期計画（5年後のゴール）を実現させるために、2年目である 2026年度に

取り組むべき具体的な課題を、事業計画として取り上げている。 

少子高齢化の進行、学校間競争の激化等、私学を取り巻く環境は大変厳しいものがあり、社

会のニーズもますます多様化してきているが、金城学院は、そうした様々な社会の変化と、そ

の要請に対して迅速かつ適切に対応できるよう、大学・高等学校・中学校・幼稚園に至る各学

校及び法人において、様々な教育制度の改革や、経営の改革を積極的に推し進めていく所存で

ある。 
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Ⅱ 金城学院大学 

 

本学は、「強く、優しく。」を教育スローガンに掲げ、多様化する社会で主体的に生きる強さ

と思いやりの心を兼ね備えた品格ある女性の育成を目指すものである。学院中期計画（2025

年度～2029 年度）に基づき、教育改革の推進、学生の成長支援、社会連携の推進、環境の活

用、基盤の再構築の５つのアクションプランに大学共通の中期目標を設定した。これらの中期

目標を達成するため、本学の内部質保証推進会議が指定した関係部門を中心に年次計画を以下

のように策定した。 

 

１ 教育改革の推進 

１ 学修者本位の教育の推進 

① 学修成果の把握と可視化 

学科 DPに対応したルーブリックを運用し、4年間の学修成果を可視化するための情報

収集体制を構築する。内部質保証推進会議と連携し、教学の PDCA サイクルを全学的に

運用して教育の質向上を図る。 

② アクティブ・ラーニングの充実 

プロジェクト型演習等の取り組みを通じ、学生のコミュニケーション力やチームワーク

の向上を図る。実施した演習の効果を検証・改善し、DPに基づく学修到達度のさらなる

向上を目指す。 

③ ICTを活用した学びの充実 

manaba等の LMS活用マニュアルの整備や研修会を実施し、教職員・学生のフォロ

ー体制を強化する。また、電子黒板等の ICT機器を用いた実践的な授業環境を整備し、

教育のデジタル化を推進する。 

④ 教学マネジメント体制の推進 

LMSを活用した授業評価アンケートの集計・分析体制を充実させ、その結果を全教員

で共有・考察する機会を設ける。これにより、個々の教育力向上と組織的な教育改善を全

学的に推進する。 

⑤ 数理・データサイエンス・AIに関する教育の推進 

「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」の制度を整え、情報リテラシー科目の

単位取得率向上を図る。生成 AIに関する研究会を実施し、教職員の知識向上と教育への

活用を推進する。 

２ 文理横断・文理融合教育の推進 

① 学部・学科を超えた文理横断・文理融合教育の推進 

学部・学科を横断したプロジェクト科目や連携授業を設置し、他職種連携への理解を深

める。外部団体とのマッチング機能を強化し、社会課題に取り組むための広い視野を養う

教育を全学で展開する。 

３ グローバル化への対応 

① 日本語教育プログラムの整備と充実 
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 国家資格に対応したプログラムを段階的に整備し、日本語教員を輩出する体制を整え

る。現場講師の招聘や施設見学、留学生との交流を通じ、実践的な教育とグローバルな

視点の醸成を図る。 

② 海外留学への取り組み強化 

JSAF等のプログラム周知や、学科との連携による留学レポートの発信を通じて送り

出し体制を向上させる。多様な留学形態に対応した履修指導を行い、高度な語学力と国際

的視野の獲得を支援する。 

③ 特定科目でのグローバル化対応 

 世界的な食や栄養、看護、海外データベースの活用方法を専門科目で教授する。海外

研修の科目化や英語講演の聴講を通じ、グローバルな対応能力を持つ専門人材を育成す

る教育体制を整備する。 

④ 留学生の受け入れ体制の向上 

 協定校との協議により受け入れ人数を安定させ、日本語能力に応じた履修支援体制を

整える。アドバイザーによる個別面談を通じ、良好な学修成果と高い単位取得率を維持

する。 

⑤ 外国にルーツをもつ学生の支援体制の強化 

個別面談を通じて学修・生活状況を適切に把握し、支援内容を点検・改善する。入学

後の満足度と学修成績の向上を図るため、複数の教員で情報を共有する組織的な支援体

制を強化する。 

⑥ 教育研究の国際連携の拡大 

海外の大学や研究機関と連携した研究活動を推進し、COIL型授業の導入を検討する。

オンラインを活用した学生間交流を促進し、大学全体として教育研究の国際的な質向上

を図る。 

４ 研究力の向上 

① 外部研究費獲得の奨励と申請支援体制の整備 

センターと連携し外部資金獲得に向けたセミナーや添削支援を実施し、科研費等の申請

率・獲得率向上を図る。研究マネジメント体制を整備し、全学的に研究力を強化する。 

② 学内助成と特別研究期間制度の充実 

学内助成制度の充実を図るとともに、助成後の成果公表や講演会を実施して学内研究の

活性化を促す。研究成果の広報協力を通じて、本学の研究水準を広く社会へ発信し、研究

環境を向上させる。 

③ 研究マネジメント体制の推進 

研究データをリポジトリへ搭載するための環境整備を行い、オープンサイエンスに対応

した機能を強化する。研究倫理に関する情報共有や研修を定期的に実施し、適切な研究実

施を組織的に支援する。 

④ 研究活動の推進と研究成果の社会還元 

 共同研究を推進し、学会発表や論文掲載等の成果を積極的に発信する。研究会や教員

セミナーを開催して知見を共有し、学問分野を超えた研究活動の活性化と成果の社会還

元を全学で推進する。 
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2 学生の成長支援 

１ 学生の成長を支援する体制の整備 

① アドバイザーによる支援体制の整備 

 アドバイザー制度の検証と見直しを行い、学生の状況を早期に把握する体制を構築す

る。個別面談の充実により、退学率の抑制と学生生活全般に対する満足度の向上を組織

的に目指す。 

② 就職支援の充実 

 キャリア支援センターと連携し、低学年からのガイダンスや個別相談を強化する。就

職データベースの活用や対策講座の実施により、就職内定率の向上と質の高い進路確保

を全学的に推進する。 

③ 学習サポートセンターによる支援体制の整備 

国家試験対策や学習支援体制を整備し、学習習慣の定着と学力向上を図る。奨学金制度

の運用を含め、学生のニーズに応じたきめ細かなサポートを提供し、留年者の減少と合格

率の向上を目指す。 

④ 組織横断的な学生支援体制の整備 

 図書館資料の活用や他部門との協働により学生支援を多角化する。心身の健康を保ち

ながら学修・研究に取り組めるよう、保健センター等とも連携した全学的なサポート体

制を整備する。 

 

3 社会連携の推進 

1 地域社会との連携および産官学連携による教育の推進 

① プロジェクト科目実施の体制整備 

企業や自治体との連携体制を強化し、プロジェクト科目を円滑に運営するためのハブ機

能を確立する。地域の資源を活用した教育プログラムを開発し、学生の課題解決能力を養

う体制を整える。 

② 産官学の共同研究の推進 

社会に求められる知識・技術の創出を目指し、外部団体との連携による教育研究体制を

支援する。共同研究の成果をウェブサイト等で公表し、産官学連携の成果を広く社会に還

元する。 

③ 近隣公共文化施設との協働体制の強化 

博物館や図書館等の文化施設と連携した実習・演習を実施し、専門的な能力を養う。親

子向けコンサート等のイベントを通じ、大学の資源を活かした地域社会への貢献活動を組

織的に推進する。 

2 社会貢献活動の推進 

① 地域課題に対する協働体制の構築 

ボランティア活動の支援や公開講座の開催を推進する。公共図書館、教育・福祉団体、

自治体等と連携し、地域課題の解決に向けた組織的な協働プロジェクトを全学的に展開し、

社会貢献を強化する。 

3 地域社会のニーズにあった教育の提供 
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① 地域社会のニーズにあった教育の提供 

地域住民を対象とした食、健康、歴史、子育て等の教育・イベントを定期的に開催する。

その効果を検証・改善しながら運用し、大学の教育・研究成果を地域社会の発展に直接役

立てる。 

② リカレント教育および生涯教育プログラムの開発と充実 

 ニーズ調査に基づき、卒業生や社会人を対象とした再学習プログラムを開発する。満

足度を重視した運営を行い、女性の生涯を支えるリカレント教育の場を組織的に提供す

る。 

4 高大連携活動の拡大と深化 

① 入学前プログラムの拡大と深化 

 選抜試験合格者を対象に、対面・ICT 併用の入学前教育を充実させる。入学後の学修

への円滑な移行と、学生間の交流による意欲向上を図り、大学全体の歩留率改善と教育

効果の向上に繋げる。 

② 高校生を対象とした教育プログラムの拡大 

 附属校や協定校の生徒を対象とした学習イベントやワークショップを開催する。大学

の学びを体験する機会を提供し、高大連携による教育の深化と本学への関心向上を全学

的に推進する。 

5 同窓会との連携の強化 

① 卒業生との繋がりの強化 

     ホームカミングデイや卒業生を招いた講義・交流会を実施し、繋がりを深める。デー

タ管理の活用や広報の充実により、教育研究やキャリア支援での連携基盤を組織的に強

化する。 

② 教育研究における卒業生との連携 

 社会で活躍する卒業生と連携した教育研究活動の体制を整える。卒業生を講師として

招聘した講演会等を開催し、その知見を在学生の教育や大学の研究活性化に活かす体制

を構築する。 

 

4 環境の活用 

1 環境を活用した総合的な教育の実現 

① 学生と教職員の協同による環境活用の推進 

 BYODの進展に伴う PC ルームの削減と再活用を計画的に進める。施設使用の効率化

により経費を抑制しつつ、学生の成果発表や学修の場として学内環境を有効活用する体

制を全学で構築する。 

2 学びあうための学習環境の整備 

① 学生が主体的に学べる場の構築 

演習室や自習室の利用状況を把握し、学生のニーズに基づいた環境整備を行う。学内

での検定試験やスタジオの活用を支援し、学生が主体的に専門分野を追求できる学習環

境を最適化する。 

② 多様性を包摂するキャンパス環境の整備 
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多様な学生の受け入れを可能にするため、課題を把握し改善を図る。新たな施設・設

備において学生・教員の意見を取り入れた環境整備を行い、共生社会に資するキャンパ

ス環境を継続的に整える。 

3 ICT教育環境の整備 

① BYOD型学習環境の整備 

 学生持参 PC での学修を支援する体制を整え、必要なソフトウェアの利用環境を整備

する。電子機器のトラブル対応を充実させ、ICTを前提とした教育効果の最大化を全学

で図る。 

② 効果的な遠隔授業の運用 

 遠隔授業の質向上を目指し、マニュアルの整備や情報共有のための勉強会を開催する。

ICT機器の有効活用を通じて、国内外の大学・企業等との円滑な連携授業を実現する教

育環境を整える。 

③ LMSを活用した学びのデザイン 

 manaba等の LMSを効果的に活用した授業実践例を共有し、教育の質を向上させる。

オンデマンド教材の充実や研究会の開催により、主体的な学びを支えるデジタル教育環

境を最適化する。 

 

5 基盤の再構築 

 １ 総合教育の実現を通じた KINJO ブランドの再構築と社会への浸透 

① 総合的な教育の実現を通じた KINJO ブランドの再構築 

 広報戦略に基づき、SNS等を活用した戦略的な情報発信を展開してブランドイメージ

の再構築を図る。大学・学科の特色を世間に周知し、受験生の志望度向上と偏差値の維

持・改善を組織的に目指す。 

② 効果的な情報発信・広報活動 

 ウェブサイトや SNSを通じて、学生の活動や研究成果、社会貢献活動を積極的に発信

する。オープンバッジの活用やパンフレットの点検・改善により、本学の魅力を効果的

に社会へ浸透させる。 

２ 外部資金研究の推進 

① 外部資金研究の推進 

科研費等の申請を支援し、教員の申請率および採択率の向上を図る。研究成果を社会

へ発信するとともに、共同研究や受託研究の獲得を推進し、外部資金の受け入れ増額に

よる経営の安定化を目指す。 

３ 学生の受け入れの推進 

① 入学前プログラムの充実 

合格者の歩留率向上を目指し、スクーリングやメッセージ発信等の接触型プログラム

を充実させる。大学院進学の促進やオープンキャンパスでの体験企画改善により、入学

者確保と意欲向上を全学的に推進する。 
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Ⅲ 金城学院高等学校及び金城学院中学校 

 

中学校・高等学校ではキリスト教主義による全人教育を行い、さらに 2022年度に作成したス

クールビジョン「社会に開かれた、わたしをつくるアトリエ」の実現を目標として、引き続き全

ての教育活動を実践する。これによって、生徒が卒業時に４つの資質・能力（１ 高等教育機関で

の学びへ円滑に適応するために必要な基礎知識を習得する。２ 教科学習及び特別教育活動へ主体

的に参加することができる。３ 知識を活用して科学的に思考し、表現し、協働することができる。

４ 将来の自分や社会に対して希望を描き、行動することができる。）を身につけることを目指す。

教育活動に係るカリキュラムマネジメントを行い、4 つの資質・能力の育成およびビジョンの達

成をめざす。 

 

１ 教育改革の推進 

① 生徒本位の教育の推進 

 高校では、生徒の将来の夢を実現するため 2027年度よりコース制の変更を行い生徒

の興味・資質にあった教育を行っていく。 

中学では、高校でのコース制再編に向けて、中学段階で必要となる力を身につけること

ができるよう、カリキュラム内外の指導内容を引き続き検討する。 

② 探究活動の展開 

高校では、Dignity をはじめとする教科内で探究プログラムを実施する。また、昨年に

引き続き学校外で行われる探究プログラムに参加することを勧める。 

中学では、Dignity 改革プロジェクトチームを中心に Dignity授業における探究活動の

あり方を引き続き検討する。またそれ以外の各教科の授業における探究活動の導入を引き

続き促進する。 

③ ICT活用とデジタル教育の推進 

高校では、DX ハイスクールに採択によって購入したものをデジタルラボに設置した。

SS,Dignity等の授業、部活において生徒に積極的に活用させる。 

中学では、ICT を活用した授業、特別教育活動の実践を引き続き促進する。また、生徒

に対して ICT リテラシーを適切に身につけることができるよう、指導内容、指導方法を

引き続き研究する。 

④ STEM教育の推進 

高校では、生徒が STEM分野に興味を持つような学内外のプログラムを勧め、生徒の

進路選択の視野が広がるようにする。 

中学では、単に知識を吸収するだけでなく、課題を自ら発見し、解決策を創出できる能

力や資質を育成することができるよう、指導内容、指導方法を引き続き研究する。 

⑤ 国際教育の推進 

高校では、学校内外の海外研修やオンラインによる国際交流プログラムに興味を持たせ、

また、デュアルディプロマプログラムへの参加も呼びかける。全生徒が受験する GTEC

において期待される結果が残せるよう指導する。 

 中学では、学校内外の海外研修やオンラインによる国際交流プログラムに興味を持たせ、
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参加する生徒を引き続き増やす。また、全生徒が受験する GTEC において、各学年で期

待される結果が残せるよう、指導に引き続き注力する。 

⑥ カリキュラムマネジメントの推進 

高校では、生徒の将来の夢を実現するためコース制の再編成を推進し、生徒の進路に

合ったカリキュラムを考える。 

中学では、教育活動を教科等横断的な視点で計画し展開、様々な計画について PDCA

サイクルをきちんと回し、学校内外の資源を教育活動の充実に活用することができるよ

う、引き続き研究する。 

 

2 生徒の成長支援 

① 進路希望の実現 

高校では、金城学院大学の新学部学科を含む各学部学科の情報を生徒に伝え、大学と

の連携プログラムを行うことで生徒が大学で学びたいことを見つけられるようにする。 

中学では、中大連携企画を引き続き整備、拡充し、一足先の学びの展望を描かせるこ

とで、日常の学習意欲の喚起につなげる。また外部団体、企業などとの提携によるプロ

グラムを様々に盛り込み、キャリア意識を育ませる。 

② キャリアデザイン教育の推進 

高校では、いろいろな職業の方から具体的な話を伺うなど、様々なアプローチを通して

将来のなりたい自分を描き、その実現に向けて職業人生を設計できるようにする。 

中学では、自己の将来像を具体化させていくための指導、プログラムの研究を引き続き

行う。理想とする将来像の実現に向けた歩みを思い描かせ、中学校段階でどのような学び

をするべきなのか認識させる。 

③ 教員の教育観の転換の推進 

高校及び中学では、外部講師を招いた研修会、校内の教員集団によるワークショップを

行い、個々の教員の指導スキルの向上を引き続き図る。 

④ 不登校と相談室登校生徒の減少 

中学では、生徒支援会議と学年会の連携を現在以上に引き続き強化して、生徒の動向を

遅滞なく的確に把握して指導に活かしていく。 

 

３ 社会連携の推進 

① ボランティア活動の推進 

 高校では、社会貢献の実践が生徒自身の幸福感を満たすという体験を通して、社会に

つながる大切さを学ばせる。 

中学では、ホスピタリティ、キャリア意識の醸成に有用となるボランティア活動のあ

り方を引き続き検討し、生徒に積極的な参加を呼びかける。 

② 大学・企業・他の機関との連携プロジェクト 

高校では、大学や企業、その他団体が行う生徒向けのプロジェクトに参加するように

勧め、夢の実現につなげる。 

中学では、中大連携を引き続き強化し、また外部団体、企業などとの提携によるプロ
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グラムを引き続き様々に展開し、社会で必要となる知識、技能の習得に向けた指導を行

う。 

 

４ 環境の活用 

① 学習環境の整備 

高校では、授業後の補習を行い、自習室の利用を促す。 

中学では、希望者を集めた探究活動、補充授業などにより学習能力、意欲のある上位

層生徒への働きかけを引き続き行う。一方で基礎学力が不足する下位層生徒に対するケ

アを図る体制を引き続き整える。 

② ICT教育環境の整備 

高校では、中学校入学時に購入したタブレットは４年も経つと使用に限界があるため、

ICT 教育に必要なパソコンを高校生一人ひとりにもたせるため機種選考や導入方法など

について、ML課を中心に行う。 

中学では、ICT を活用した授業、特別教育活動の効果的な実践に向けて、教員個々の利

用環境を引き続き整え、スキルアップを図る機会を提供し、学び合う体制を整える。 

 

５ 基盤の再構築 

① 学校規模の適正化 

高校では、中学校での募集定員数の削減に備え準備を進める。そのために必要となる情

報を収集する。 

中学では、学則定員数の検討を進め、必要に応じて変更をしていくことができるよう、

準備を進める。そのために必要となる情報、資料を収集する。 

② 広報活動 

高校及び中学では、紙媒体からWebを中心とした仕掛けに移行したり、在校生による

発信を活用したりするなど、広報活動のあり方全般を検討する。 
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Ⅳ 金城学院幼稚園 

 

社会の枠組みが急激に変化し、さらに不安定、不確実、複雑、曖昧な時代になっていくことが

予想される。今後の社会では子どもたちは自分なりの判断基準(羅針盤)を持ち、何を学んでいく

のかを自分で選び取る力が大事であると言われている。「自分達で遊びを創り出し、そこに新しい

価値を見出し、仲間と協同していく力、それらの力を使って実際に行動する力」はまさにこれま

でも金城学院幼稚園が子どもたちの中に育みたいと願ってきたものである。 

そのために大事にしてきた異年齢の関わり、長期にわたるプロジェクト遊びなどの内容を丁寧

に捉えなおし、2026年度も今まで以上にキリスト教を礎とした「主体的、対話的で深い学び」

の教育を「主体的な遊び」を大切にすることで実践していきたい。 

また、ますます進む少子化の中で孤立しがちな子育てを支える場として地域や学院の各校とも

連携を強化し、子育て支援、子どもの防災など文化や情報を発信していきたい。 

そしてこれら園の教育の特色や取り組みを言語化、可視化することで確実な園児獲得につなげ

ていく。 

 

１ 教育改革の推進 

１ キリスト教主義に基づく園児本位の教育の推進 

① 園児、保護者、保育者がお互いに一人ひとりを大切にいかして育ちあうスクールモット

ー「愛され、育ちあう」教育のさらなる推進 

行事ごとのアンケート(年間６回程度、記述式)を実施、回答を集約、園の考え方のコ

メントを付けて保護者にフィードバックしていく。 

② キリスト教保育指針(2024 版)幼稚園教育要領(2018 改訂)に基づき「目に見えないも

の(自尊心、感情や行動のコントロール力、粘り強さ等の非認知能力)に目を注ぎ」「主体

的、対話的で深い学び」を実践する教育のさらなる推進 

毎月の月案、領域案検討の職員会議時には全員で「キリスト教保育誌」を読み合わせ、

最新の保育情勢を学び職員間で共有。 

２ 領域横断的な力を育む幼児教育の推進 

① 学習指導要領の「生きる力」に関連する「健康」、「人間関係」、「環境」、「言葉」及び「表

現」の 5領域をまたいで展開する主体的な遊びを中心とした教育の推進 

「もっと面白くしたい」という内的欲求に根差し「友だちと一緒に（人間関係）遊びの

場所を整え（環境）友だちと（言葉）でやり取りしながら、自分たちで遊びを生み出し（表

現）たり、身体を使って（健康）遊ぶ」主体的な遊びを教育の柱として毎日 1 時間から

1時間半の自主的な遊びの時間を今まで以上に保障し、継続して取り組む。 

② 異年齢クラス編成で培う協同的な力としてのエージェンシーとして、遊びの中で自ら課

題を発見し仲間と共に「よりよい社会を自ら創り出すために責任を持って協同的に行動

する力(協同的な力としてのエージェンシー)」を育む異年齢クラス編成の教育の強化 

3・4・5歳児の関わりに注目したエピソード記録に取り組む。帰りの会にて翌日の遊

びの室内環境や片付けについて子ども同士で話し合うクラスミーティングの実施を継

続する。年長児の活動における話し合いの実践強化。また担当者会議にて実践の振り返



- 12 - 

 

りを学期ごとに実施する。 

③ 多様なひととの関わりの中で育つ力として、年齢や発達の特性の違いを持った子ども同

士だけではなく多様な立場のおとな（保育者、自分の保護者、友達の保護者、様々な専

門領域の学生）や学院の中高生など多種多様な人々との関わりの中で、多面的に問題を

とらえる力を育む教育の推進 

絵本読み聞かせ・スイカデー・トントンコーナー・芋ほり・焼き芋パーティー・餅つ

き等のお手伝い父さん母さんとの関わり・一緒にあそぼ等の保育参加での関わり・中学

職場体験受け入れ・高校職場体験受け入れ・現代子ども学科 1 年演習受け入れ・現代子

ども教育学科ゼミ生実習受け入れ・金城学院高校キャラバン隊受け入れ・天体観察会（学

院中学理科教諭と連携）等を実施する。 

④ 子ども主体の「プロジェクト・アプローチ」一つのトピックを子どもたち自身の発想に

よって長期に渡り皆で探求・追求・発展させていく活動による総合的な学びの推進 

年間通し、3～４の遊びを「プロジェクト・アプローチ」として展開、推進。 

３ 国際理解を深めるための教育 

① 国際化した社会に対応できる人材を育てる 

友だちの保護者の国（ノルウェー・オランダ）を知り親しむ。社会奉仕団体の留学生

（高校生）との交流を継続・年長児は献金先を決めるにあたり外国の子どもの生活等を調

べ理解につなげる取り組み継続。父母の会バザーなどイベントの機会に国際的な人道支

援団体との連携を継続、周知する。 

② 語学教育活動や大学留学生との交流 

「英語であそぼう」の教育活動を年間約２５回実施。 

４ 幼児教育の質向上のための研究力の向上 

① 研究会、公開保育、園内・外研修への積極的参加 

各種連盟・協会等主催の研修会参加。 

② 保育理念の可視化と言語化 

入園説明会用の PPTの更新。写真付き保育記録「ドキュメンテーション」の作成、展

示。 

③ カリキュラムの検討、行事や保育内容の見直しや検討 

特別防災委員会を中心に園の危機管理計画、防災計画の見直し。 

 

２ 園児の成長支援 

１ 園児の成長を支援する体制の整備（教学面） 

① 主体的な遊びや生活を支援する環境や保育の在り方の検討 

教育改革の推進と同時に研修、実践、省察をしていく。 

② 保護者と教員との連携強化 

懇談会年 2回・おしゃべり会年 6回以上・園長面談随時・園庭開放毎週実施。 

③ 小学校との接続、地域との連携 

各小学校と年 2回幼保小連絡会。 
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④ 特別支援の体制の拡充 

当年度の支援児数により補助金内で支援担当保育者配置。 

⑤ 個別支援記録(毎月作成)の活用と改善 

療育関係機関、行政機関等との密な連携。特別支援についての保護者への啓発、連携。

療育機関との連携や小学校との接続。 

２ 園児の成長を支援する体制の整備（生活面） 

① 基本的生活習慣確立のための環境設定の検証と改善 

年 6回の始業終業礼拝後の保護者会での保護者への啓もう（起床、排便、就寝時間、

身支度について）。 

② 園児とともに保護者の生活、子育てにも寄り添う支援 

保護者との定期個人懇談、日常の情報交換の強化。保護者同士の関わりの支援。 

③ 気候変動による異常気象(猛暑・豪雨)など生活環境の変化に対応した安全な教育と巨大地

震などに対する防災のありかたの再検討 

気候変動による異常気象(猛暑・豪雨)など生活環境の変化に対応した安全な教育と巨大

地震などに対する防災のありかたの検討を特別防災委員会を中心に継続。 

 

３ 社会連携の推進 

１ 地域社会および産官学連携による教育の推進 

① 特別支援の関係機関との連携 

 各発達支援の事業所や自治体の支援センター、児童相談所等と連携。 

２ 社会貢献活動の推進 

① 子どもたちによる地域社会貢献活動 

子どもたちによる献金・近隣訪問・社会福祉協議会との連携等。 

② 保護者支援、父母の会による社会貢献、子育て支援事業、災害時の子育て世代への支援 

災害時を想定し子どもたちと炊き出し訓練実施。父母の会有志「賛美の会」による児

童館でのコンサート奉仕。 

３ 地域社会のニーズに合った保育の提供 

① 孤立しがちな子育てを支える「育ちあう」教育の実践 

園庭開放事業「こすずめの会」年間 80回実施。こすずめの会において「子育て相談」

個別に実施。KIDSセンターとの定期的な連携会議実施。 

② 多様な子育て支援事業の実施 

園庭開放等の未就園児対象事業・園庭ワーク等行事参加・子育て相談事業等。 

③ 「愛され、育ちあう」という視点を中心に据え、園を基盤とした人的資源(保護者の専門

性・地域の方との連携)の活用によるコミュニティーの形成とソーシャルキャピタルの

創生 

保護者の専門性を活かし園の OB会への登録を進める。また地域の方との連携を探る

事によってコミュニティーの形成とソーシャルキャピタルを創生。 

4 中高大との連携拡大と強化 

① 中学生の幼稚園での職業体験、幼稚園関係者への文化祭の周知、参加等双方向的な交流 
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中学生の幼稚園での職業体験、幼稚園関係者への文化祭の周知、参加等双方向的な交

流、園でのサイエンスショーの継続実施。天体観察会の継続実施。 

② 職業体験、キャラバン隊受け入れ、高校教員による天体観察会等の双方向的な交流 

職業体験、キャラバン隊受け入れ、連携、交流を継続的に実施するために協議継続。 

③ 各学科、教育実習やゼミの受け入れ 

現代こども教育学科 1年演習、教育実習、各ゼミ実習、英文幼児英語教育実習、国際

情報学科後藤ゼミ、KIDSセンターとのイベント共催など。 

④ 中高大の部活やサークルとの連携 

中高大の部活やサークルとの連携：クリスマス親子礼拝のミニコンサート出演依頼など

の継続。 

5 同窓会連携 

① 園同窓会「支える会」との連携強化 

「支える会」における連絡方法変更の検討及び連携強化。 

② みどり野会との連携推進 

連携推進のために連携会議開催を検討。 

③ 50周年を機とした歴代保護者同士の連携強化 

50周年を機とした歴代保護者同士の連携強化のための名簿の確認。 

 

4 環境の活用 

１ 環境を活用した総合的な教育の実現 

① 園庭整備とさらなる活用 

園庭整備(年 4回以上)とさらなる活用。毎月の安全点検実施。 

② 大学里山の整備推進とさらなる活用 

里山の持つ教育的価値(多様な生き物との出会い、自然との共生の感覚、持続可能な環

境の重要性の認識)を掘り起こすような教育の創生。 

③ 施設利用の検討 

地域の子育てや防災等の拠点としての園のあり方を検討する。 

2 学びあうための学習環境および人的環境の整備 

① 中高大の生徒・学生にとっての実践の場、生きた学びの場としての幼稚園のあり方の検

討 

職場体験、自主実習等の生徒、学生に感想や記録を提出してもらう。感想、記録内容

～実施方法や実習内容を再検討。 

② 保護者など関係者の得意分野、専門性を人的資源(ソーシャルキャピタル)としてとらえ、

支え合う保護者同士の関係を学び合う環境として活かす 

 園内で関係性の構築が難しい保護者などには留意し声掛けしていく。また保護者の得

意分野、専門性をソーシャルキャピタルとしてとらえ、支え合う保護者同士の関係性を

活かすよう促す。 

③ 保育への保護者参加を促す事によって、多様な人との出会いと信頼関係を育み、子育て

の孤立化を防ぎ大人も育ちあう場を作る 
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日常保育への保護者参加をさらに促し（芋苗・スイカデー等の行事だけではなく、毎

週の絵本貸し出しとその後の遊び参加等）自分の子どもだけではなく園児全体と関わる

喜びを伝える。 

3 ICT教育環境の整備 

① ICT環境を活用した情報発信力の強化 

導入したアプリを運用し、園だよりの完全配信を実施。 

② ICT環境整備による保育者や保護者の負担軽減 

新しい園児情報管理システム運用により給食管理、個別事務連絡等に活用。保育者や

保護者のさらなる負担軽減。 

③ ICT社会への対応力の基礎の育成 

園が大事にしている子ども自身の実体験からの学びと ICT教育のバランスを考えてい

く。 

 

５ 基盤の再構築 

１ 園児の受け入れの推進 

① 優先枠の拡大および周知と人数確保 

在園兄弟、卒園弟妹、クリスチャン、学院関係、プレ幼稚園参加者等優先枠の周知促

進。満 3歳児獲得のための新しい事業検討。 

② 入園説明会、体験会の充実 

満 3歳児対象説明会実施。 

③ KIDSセンター連携強化と未就園児対象事業の拡大 

園庭開放年間 80回・行事参加増・おさんぽ事業増・満 3歳保育体験会、健康診断実

施。 

④ ホームページ等広報活動の充実 

「子どもの生活」紹介ページ、動画ページの周知 

２ 外部資金活用の推進 

① 財団等の助成金や父母の会、同窓会からの寄付金の活用 

財団等の助成金調査開始。父母の会、バザー収益金の中長期的な利用について検討開

始。 

② 子育て新システムの導入・移行の是非の検討 

子育て新制度の検討継続 

３ 総合教育の実現を通じた KINJO ブランドの再構築と社会への浸透 

① 幼中高大のさらなる連携 

各校の情報交換の園側の窓口 1本化。各校との連携事例を HPにあげていく。 
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Ⅴ 法人部門 

 

大学・中高・幼稚園の教育を将来世代へ持続的に届けるため、法人部門が「基盤を整え、変化

に耐える体質」をつくる一年とする。改正私学法の趣旨に沿って統治の透明性と監督機能を高め、

理事・監事・評議員の学び直しを通じて意思決定の質を磨く。BCP訓練と情報セキュリティ監査

でレジリエンスを確立し、不測の事態でも学びを止めない。加えて、人材を戦略資源として配置・

育成し、DXとデータに基づく広報で価値を可視化する。財務面ではコスト構造の見直しと外部

資金の獲得を進め、KPIで進捗を点検しつつ、地域・保護者・学生等への説明責任を果たし中期

計画の実現を確かなものとする。 

 

１ 持続可能な経営・運営体制の確立 

１社会の要請に応じたガバナンス体制・危機管理体制の強化 

① ガバナンス強化のための体制の検討・実行 

改正私学法に基づく法人統治機構の運用状況を検証し、理事・評議員研修会（2回目）

を通じて役割理解を一層深化させるとともに、執行と監督の役割明確化を軸としたガバナ

ンス体制の具体的な制度設計を行う。 

② 大規模災害など不測の事態への危機管理体制の強化 

前年度作成の災害対策・事業継続計画(BCP)を活用し、危機発生時から初動対応まで

の訓練を実施し、時間計測で問題点を把握する。 

③ 情報セキュリティ対策の強化による安全性の向上 

個人情報保護法等、情報倫理及びセキュリティに関する規程等を理解、浸透させるた

めに、オンラインで学習できる環境を整備する。 

情報セキュリティ監査の目的・目標を明確化し、体制・方針及び実施マニュアルを提

案し、運用体制を整える。 

 2事務組織改革・人事制度改革の推進 

① 学院全体の業務改革の実効性が高まる事務組織の構築 

業務改善を推進するために、タレントマネジメントシステムを利用するなどし、組織

内の人的資源を活用できる人員配置を行う。 

タレントマネジメントシステムを利用するなどし、組織課題の分析を行い残業時間の

削減を図る。 

② 戦略的な人材育成・活用を実現可能とする人事制度改革の検討・実効 

業務改善を推進するために、オンデマンド研修システム(e-JINZAI)、及び等級昇級制

度、役職定年制度、嘱託事務職員制度整備の実施にともなう各種課題点を明確にし、制

度の改善を図る。 

研修受講数（率）の向上（75％以上）を目指し、新たなオンデマンド研修カリキュラ

ムを構築し実施する。 

新たな人事制度実施状況を検証し、事務職員の制度満足度向上（65％以上）を目指す。 

③ 働き方改革を実施した上での生産性の向上 

変形労働時間制の運用変更、事務職員 1620を実施し、労働時間効率化を図る。 
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残業時間 2025年度比 90％を目指し、変形労働時間制の運用変更等を実施する。 

 3戦略的広報体制の確立 

① 戦略的広報を実施する組織体制の整備 

広報管理ツールの検討・選定および研修の継続を通して、広報担当者全員の基礎研修

の受講率 100％を達成し、データを活用した戦略的広報を実施できる組織体制の整備を

進める。 

② 戦略的広報の設計・実行 

2026 年度の Web トラフィックの前年度比５％アップを目指し、各ステークホルダ

ーに向けた発信内容の整理とコンテンツ設計を行い、デジタルメディアを活用した効果

的な情報発信を推進する。 

 4情報化戦略の策定と推進 

① DXを推進し、学生支援サービスの満足度の向上及び事務業務の効率化 

学生支援サービスのオンライン化率を向上（5％以上）させ、DX 推進を通じて学生満

足度の向上と事務業務の効率化を実現する。 

学生支援サービスのオンライン化に対する満足度を 2024 年度より向上（10％）さ

せ、DX推進を通じて利便性と業務効率を高める。 

② ペーパーレス化の推進による業務効率化 

学院内書類の管理・電子決裁など kintone やコラボフローのデジタルツールの効果的

な活用を通じてペーパーレス化を検討し、業務効率の向上とコスト削減を図る。具体的

な業務は、提案書や契約書の確認依頼や営利団体・非営利団体の届出などを目標とする。 

③ 資産としての蓄積データを可視化し、各種意思決定の良質化と迅速化 

中核業務に関わる KPI（全体の 50%）を可視化する。 

 5財政収支の改善 

① 経常収支差額の早期の黒字化 

設置校の中期計画目標の進捗状況を達成（50％）し、目標管理を強化することで計画

の着実な履行を推進する。 

② 収入増加施策の検討・実行 

2026年3月運用開始予定で準備を進めている返礼品付き寄付事業と通常寄付で寄付

額増額を目指し、安定した財政基盤を築き、奨学金制度の充実と財政収支の改善を図る。 

③ 予算要求額など事業内容を精査し、支出を最適化 

外部調達コストを削減（2024 年度比 3％）し、専門家の意見活用や職員研修を通じ

て、効率的な予算管理と支出削減を推進する。 
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Ⅵ 予算概要 

 

１ 予算編成方針 

① 収入関連 

学生生徒納付金収入は、入学者数予測に基づいて算出、退学・休学想定率を２％とする。

補助金収入は、前年度実績もしくは最低補償額を見込む。その他の収入等は、不確定な要

素があるので、例年通り織り込まない。 

 

② 支出関連 

収入規模に見合った持続可能な財政運営を実現するため、前年度に着手した支出構造の

見直しの成果を定着させる。2026年度は中期経営計画の 2年目として、全部門におい

て「自律的な収支改善」を徹底し、初年度に構築した適正な予算体制を堅持する。 入学

者数の動向を精緻に反映した予算配分を継続するとともに、部門ごとの効率的な資源配分

を通じて、財政基盤の安定化と教育環境の充実を両立させる。 

また、KPI達成に向け、各業務の緊急性・必要性・実効性・継続意義を見極め、引き続

き非効率な業務は慣行にとらわれず縮小・延期・休止・廃止を検討することで、自律的な

効率化サイクルとして定着させる。加えて、獲得した外部資金の活用実績を積み上げ、公

的資金や寄付の継続的な導入を支える学内体制を整える。 
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２ 主な事業別予算 

予算編成方針に基づき、2026年度の主な事業に対する予算を次のとおり計画した。 

 

                                 （単位：千円） 

分類 事業内容 予算額 

防災 

（大学） 

・災害対策用電話工事 

 

646 

教育設備 

充実事業 

（大学） 

・N 棟プロジェクター更新 等 

20,256 
（高等学校） 

・教室プロジェクター更新工事一式 

（中学校） 

・教室プロジェクター更新工事一式 

修繕事業 

（法人） 

・エレベーター更新工事 

306,953 

（大学） 

・Ｗ１・２棟 木製ゲート腐食部補修工事 

・W１棟設備・機器年次更新改修費 等 

（中学校） 

・正門ゲート戸車修繕工事 

広報事業 

（法人） 

・ブランド構築  
31,091 

（大学） 

・特別入試広報費 

新学部設置 

関連事業 

（大学） 

・大学新学部設置に伴う諸費用 

・心理学部通信教育課程申請支援 

・プロジェクト科目事前視察費 等 

18,180 

その他 

（法人） 

・PC リプレイス  等 
30,028 

（大学） 

・緊急特別就職支援策 等 

合計 407,155 

 


